
令和６年度

飛騨市一般会計補正予算（補正第１号）の概要
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　　ないと見込まれる方を対象とした調整給付金について、全額国庫補助金を財源に２億１千５百万円を計上しました。

　＜戸籍住民基本台帳費＞

　　進法人の経営改善計画策定に対する支援金８百万円、障がい者等の就労能力等向上を目的とした設備投資を図る就労支援事業所に対する補

　　助金１百万円をそれぞれ追加計上しました。

　　　また、市内の介護・障がい者支援施設の事業拡張に必要な整備に対する補助金３百万円、社会福祉法人２法人で構成する社会福祉連携推

　　　積極的なアウトソーシングを推進するため、窓口業務を民間派遣会社に委託する費用として６百万円を計上しました。

　　　令和５年度住民税非課税世帯等を対象に実施した１世帯あたり１０万円の給付、さらに同世帯で扶養されている１８歳以下の子どもにつ

　＜定額減税調整給付費＞

予算規模は３億５千２百万円の追加となり、補正後の予算額は１９６億７千２百万円（前年同期＋７．３％）となりました。

■総務費

　　った世帯に対しても国が同様の給付金事業を実施することから、全額国庫補助金を財源として３千万円を計上しました。

６月補正予算（一般会計補正第１号）のポイント

　今回の補正予算は、当初予算編成後に生じた事由に加え、社会資本整備総合交付金事業をはじめとする国県補助事業の採択にあわ

せた事業費の調整を図ります。また、今年度新たに実施される定額減税に伴う調整給付金事業や、令和６年度新たに非課税世帯等と

なる世帯に対する１０万円給付および１８歳以下の子どもについて一人あたり５万円を上乗せ給付する国の事業を盛り込んだ結果、

　　　市制２０周年記念事業として市内で行われる各種行事に対する補助金について、当初見込みを上回る申請が予想されることから９百万円

　　を追加計上しました。また、地域おこし協力隊として活動した後の定住を促進するための補助金２百万円を追加計上しました。

　　いて一人あたり５万円を上乗せ給付する国の低所得者支援事業について、令和６年度において新たに住民税非課税又は均等割のみ課税とな

　＜企画費＞

　　　国が実施する納税者とその同一生計配偶者及び扶養親族１人につき４万円を減税する「定額減税」に伴って実施される定額減税をしきれ

■民生費

　＜社会福祉総務費＞
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　　　能登半島地震以降、住宅の耐震診断にかかる相談が増加していることに加え、診断後の耐震化工事のニーズが高まることを想定して必要

■消防費

　＜老人福祉費＞

　　　依然続く飼料代や光熱費高騰に加えて子牛価格の値下がりから経営が厳しい畜産農家に対して繁殖雌牛の導入に活用できる貸付金を増額

　　するため、肉用繁殖雌牛導入基金への繰出金２千５百万円を計上しました。

　＜施設管理費＞

　　　シーズンオフの点検により判明したスキー場施設等の修繕にかかる経費１千７百万円を追加計上しました。

■土木費

　＜非常備消防費＞

　　　水害時に冠水箇所の緊急排水やアンダーパスの車両水没対策等に活用できる可搬式ポンプの購入費用１百万円を計上しました。

　＜急傾斜地対策事業費＞

　　　県の補助事業が大幅に採択されたことに伴い、対象地区の工事を進捗させるために所要額５百万円を追加計上しました。

　　　ＤＶ等の被害を受けた母子を保護する必要が生じたため、所要額４百万円を追加計上しました。

　＜社会福祉施設費＞

　　　多機能型障がい者支援センター古川いこいの駐車場を整備する費用２千１百万円を計上しました。

　＜母子福祉費＞

　　また、令和５年度の地元消防団退職者５５名に対する退職報償金１千７百万円を追加計上しました。

　　と見込まれる所要額３百万円を追加計上しました。

　＜住宅対策費＞

■農林水産業費

　＜畜産業費＞

■商工費

　　　「ＪＡひだ」Ａコープの移動販売撤退により河合・宮川町全域、古川町信包地区の買い物支援が無くなることを受け、新たに当該地区の

　　移動販売を実施される事業者の申し出があったことから、必要となる車両の購入に対する補助金２百万円を追加計上しました。
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　　　岐阜県教育委員会から委託されている「ふるさと魅力体験事業」にかかる県施設での体験活動や芸術鑑賞に必要な経費１百万円を追加計

■教育費

　＜体育施設費＞

　　　シーズンオフの点検により判明したスキー場圧雪車およびリフトの修繕にかかる経費４百万円を追加計上しました。

　　　※ 本頁の数値は、実際の予算計上額を１００万円単位に四捨五入して記載しています。

　＜事務局費＞

　　上しました。
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定額減税をしきれない方への給付金 国補助金（10/10）

新たに対象となる世帯等への給付金 国補助金（10/10）

その他通常の事業費（あ） 　 

・〇〇〇〇〇〇

・〇〇〇〇〇〇

・〇〇〇〇〇〇 計

合計 ３５２，１７７千円 ３５２，１７７千円

その他

の施策

107,057

国県その他特定財源（い） 52,299

財政調整基金繰入金（あ－い） 54,758

６月補正予算の財源構成

区分 事業費（歳出） 財　源（歳入）

国施策

（物価高騰）

215,000 215,000

30,120 30,120
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（単位：千円）

54,726 61,889合　　　　　　計 26,125,000 352,177 26,477,177 218,262 17,300

特別会計合計 6,805,000 0 6,805,000 0 0 0 0

54,726 61,889一般会計 19,320,000 352,177 19,672,177 218,262 17,300

予　算　総　括　表

財源内訳

その他 一般財源

01

会計 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額 国県支出金 地方債
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会計　一般会計 歳入 （単位：千円）

54,726 61,889合　　　　　　計 19,320,000 352,177 19,672,177 218,262 17,300

0市債 1,363,100 17,300 1,380,400 17,300

16,357 621

22

諸収入 544,041 16,978 561,019

21

38,369 54,758繰入金 2,536,883 93,127 2,630,010

19

0県支出金 1,211,269 △8,076 1,203,193 △8,076

6,510

16

国庫支出金 1,362,248 232,848 1,595,096 226,338

15

予　算　総　括　表

財源内訳

その他 一般財源款 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額 国県支出金 地方債
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会計　一般会計 歳出 （単位：千円）

合　　　　　　計 19,320,000 352,177 19,672,177 218,262 17,300 54,726 61,889

4,300 △322教育費 1,730,404 4,814 1,735,218 4,736 △3,900

16,016 1,879

10

消防費 887,880 17,895 905,775

24,208

09

土木費 2,738,260 23,274 2,761,534 △25,334 24,400

10,010 7,399

08

商工費 1,190,571 4,209 1,194,780 △13,200

23,968

07

農林水産業費 1,050,132 △5,232 1,044,900 △18,000 △11,200

06

13,537 1,219民生費 4,268,941 70,390 4,339,331 34,434 21,200

10,863 3,538

03

総務費 3,550,755 236,827 3,787,582 222,426

02

予　算　総　括　表

財源内訳

その他 一般財源款 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額 国県支出金 地方債
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